
業務委託仕様書 
 
１ この仕様書は、令和７年度の国道１９３号外５線道路情報表示装置保守点検業務(以下「業

務」という)に適用する。 
 
２ 業務の実施にあたっては、この仕様書に記載されたものの他、「電気通信施設点検業務共

通仕様書」などの各種指針・仕様書等、並びに関係諸法令及び条例等を遵守しなければな

らない。また、受託者は、雇用者及び使用者として労働関係法令等を遵守しなければなら

ない。 
 
３ 業務の実施期間は、令和７年７月１日から令和７年８月３１日までの間とする。 
 
４ 業務の対象は、次の道路情報表示板、路面冠水情報表示装置とする。 

道路情報表示装置  ：表示部、副制御部、主制御機・操作機 
・国道１９３号（高松市三名町）内表示板１基、（高松市塩江町）内表示板１基 
・県道高松王越坂出線（高松市郷東町）内表示板１基、 

                            ２路線、３箇所、３基 
道路情報表示装置（五色台トンネル）：表示部、副制御部 
 ・県道高松坂出線  （高松市中山町） 内表示板１基 
 ・県道高松王越坂出線（高松市香西北町）内表示板１基 
           （高松市香西本町）内表示板１基   
                            ２路線、３箇所、３基 
路面冠水警報表示装置：LED 表示板・制御機、監視盤 
・県道高松長尾大内線（高松市春日町）内表示板４基 
・県道高松善通寺線（高松市西宝町） 内表示板２基 
・県道三木国分寺線（高松市仏生山町）内表示板２基 

                            ３路線、３箇所、８基 
 

５ 業務は、４の対象を常に良好な状態に維持することを目的とする点検契約とし、次の点検

保守業務を行う。 
① 定期点検 

実施期間内に１回、技術者による点検を行い、運転状態における性能を総合的に判断

し、異常や不具合を発見した場合は直ちに適切な処置をとること。点検結果は報告書

として提出すること。 
点検内容は別紙のとおり。 

② 損耗部品の供給、機能維持のための修理工事 
受託者において部品の供給・修理工事が必要と判断される場合は香川県高松土木事務

所担当者（以下「担当者」という）と協議するものとする。高松土木事務所長（以下

「所長」という）において、この業務委託契約で対応できないと認めるときは、別途

契約を締結するものとする。 



 
③ その他 
 撤去品及び残財の処理 
作業によって発生する撤去品・残財は受託者が無償で引取り、その責任において速や

かに搬出し、法令に基づき適正に処理すること。 
 

６ 受注者は、業務の管理を行う管理技術者を定め、その氏名その他必要な事項を発注者に通

知しなければならない。管理技術者を変更したときも同様とする。 
 
７ 業務実施期間中に機器の不具合により緊急の点検補修を行う必要が生じたときは、担当者

の指示に基づき現地にて点検補修を行う場合がある。緊急の点検補修に関する契約方法等

については、別途協議により決定するものとする。 
 
８ 所長において、委託契約の内容を変更する必要が生じると判断する場合には、受託者は担

当者の指示に従い必要な図面・数量計算書等を作成し、速やかに提出しなければならない。 
 
９ 保安対策については、供用中の道路での作業となるため、「道路工事保安施設設置基準

(案)」(四国地方建設局：昭和６２年４月）に加え、「道路工事の安全施設設置要領(案)」（(財)
道路保全技術センター：平成８年３月）等についても参考に交通安全管理を実施するもの

とし、より一層の対策を講じなければならない。 
 
１０ 交通誘導員を配置する場合は、以下の者を配置しなければならない。 

② １、２級交通誘導警備検定取得者 
   ②警備員指導教育責任者資格証取得者 

③ 交通誘導に関し専門的な知識及び技能を有する警備員 
  高松長尾大内線、三木国分寺線、高松王越坂出線、高松善通寺線は、配置する警備員とし

て、上記①の資格を有する者を必ず１名以上、配置しなければならない。その他の路線に

おいては、上記①又は②の資格を有する者を必ず１名以上配置しなければならない。 
  なお、本仕様書で規定する、③交通誘導に関し専門的な知識及び技能を有する警備員 と

は、警備業者に雇用されている警備員であり、以下に規定する 
   ・香川県警備業協会が行う講習を修了した者 
   ・交通誘導に関し警備業法に基づく教育を受けた者  
 をいう。 
 
1１ 受託者は、その責めに帰すべき事由により、委託業務の実施に関し、県又は第三者に損

害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 
 
1２ 委託契約書、仕様書に記載されていない事項等が生じた場合には、直ちに関係する事項

が確認できる資料を作成し、担当者に報告のうえ、その指示を受けなければならない。 


